
第１ 章　 序論
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（ １ ）１ 市６ 町の歴史

・ 国分市は、 昭和２ ９ 年に１ 町４ 村が合併し 、 国分町と なり 、 翌３ ０ 年に市制を 施行し ています。

・ 霧島町は、 昭和９ 年に霧島国立公園に指定さ れたのを 機に、 その翌年に霧島村と 改称し 、 昭和２ ５

年に現在の行政区域になり 、 昭和３ ３ 年に町制を 施行し ていま す。

・ 隼人町は、 昭和２ ９ 年の合併で 隼人日当山町と なり 、 昭和３ ２ 年に隼人町と 改称し 現在に至っ て い

ます。

　 １ 市６ 町（ 国分市、溝辺町、横川町、牧園町、霧島町、隼人町、福山町）の歴史をまと めます。
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村境界変更

・ 溝辺町は、 昭和２ ３ 年に当時の溝辺村から 崎森の一部、 長谷地区が分村し 、 昭和２ ７ 年には迫地区

が分村し て、 加治木町に編入さ れ、 昭和３ ４ 年に町制を 施行し ています。

・ 横川町は、 明治２ ２ 年に上ノ 村、 中ノ 村、 下ノ 村が合併し て、 横川村と なり 、 昭和１ ５ 年町制が施行

さ れ、 現在に至っ ていま す。

・ 牧園町は、 昭和１ ５ 年に町制が施行さ れ、 昭和２ ２ 年には、 従来の６ 大字から ７ 大字になり 、 現在

に至っ ていま す。

・ 福山町は、 藩政時代から 昭和初期ま で 、 大隅半島の物資の集散地と し て 大いに栄え 、 昭和４ 年に

町制施行によ り 福山村から 福山町になり 、 現在に至っ ています。
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現状

課題

現状

課題

・ 国分市は、 県本土のほぼ中央部、 薩摩半島と 大隅半島の接点に位置し 、 南に波静かな

錦江湾に浮かぶ桜島、 北に高千穂峰を はじ めと する 霧島連山を 仰ぎみる 風光明媚なと こ

ろ です。

・ 県下第４ 位の人口を 擁し 、 現在も 着実に人口が増加し て おり 、 工業は鹿児島市に次ぐ 従

業員数と 製造品出荷額で す。 優位な 交通条件を 活かし て 、 テ クノ ポリ ス の指定を 受け、

大学や企業が進出し て き て いま す。 ま た、 観光拠点の上野原遺跡を 中心と する 「 上野

原縄文の森」 には連日県内外から 多数の観光客が訪れていま す。

・ 人口： ５ ５ , ２ ３ ６ 人　 ・ 面積： １ ２ ２ . ５ １ｋ m 2

・ 溝辺町は、 昭和４ ７ 年に鹿児島空港が開港し 、 その後九州縦貫自動車道イ ン タ ーチェ ン

ジ の設置、 国道５ ０ ４ 号を はじ めと し た広域幹線道路網等が整備さ れ、 南九州の空陸交

通の要衝の地と し て飛躍的に発展し てき ています。

・ 基幹産業は農業で あり 、 溝辺茶の産地と し て 広く 知ら れ、 ぶどう 、 梨、 いち ご狩り な ど

の観光農業のほか、 肉用牛も 常に共進会で 上位の成績を 占めて いま す。 ま た、 空港を

中心に関連企業など 各種企業の進出も あり 、「 農工併進の町」 づく り を 進めています。

・ 人口： ８ ， ６ １ ５ 人　 ・ 面積： ６ ３ . ５ ０ｋ m 2

・ 拠点都市と し ての役割

・ 人口の伸びと 若年層の転出

・ 総合的な産業の活性化　 　 　 　 ( ※ )

・ 中心市街地の空洞化と 進行する スプ ロ ール化

・ 都市化のスピ ード に追いつかない都市基盤整備

・ 環境問題への取り 組み

・ 少子・ 高齢社会を にら んだ保健・ 福祉施策の展開

・ 自然環境・ 歴史的資源の再評価

・ 都市的な魅力と 農村の魅力の共存

・ 産業の高付加価値化

・ 交流の中から の創造

・ 人づく り ～心の教育

・ 豊かな長寿社会づく り

・ 人に優し く 、 思いやり のある 地域社会づく り

・ 環境問題への対応

・ 住民参画による まち づく り

・ 広域的視点での地域づく り

（ ２ ）１ 市６ 町の現状と 課題

　 １ 市６ 町（ 国分市、 溝辺町、 横川町、 牧園町、 霧島町、 隼人町、 福山町） の現状と 課題をま
と めます。

国 分 市

溝 辺 町
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現状

課題

・ 牧園町は、 霧島屋久国立公園を はじ めと する 豊富な自然を 活かし た観光地と し て 全国的

に知名度が高く 、 県内外や海外から 毎年多く の観光客が訪れていま す。 ま た、 産業では

観光業を はじ め農林業が盛んで、 特に霧島茶で知ら れている ほかに、 酪農、 畜産、 し い

たけな ど の生産も 盛んで ある と と も に、 全国で も 有名な 霧島国際音楽祭の開催町と し

て知ら れていま す。

・ 交通は、 霧島温泉駅を 有するＪＲ 肥薩線や国道２ ２ ３ 号が走っ ており 、 鹿児島空港ま で約

１ ５ 分、 国分市ま で約３ ０ 分です。

・ 人口： ９ , ２ ４ １ 人　 ・ 面積： １ ２ ９ . ６ ６ｋ m 2

・ 高齢化の進行への対応

・ 定住環境づく り

・ 観光産業の振興

・ 農業の振興

・ 森林の保全、 活用

・「 牧園町」 の知名度アッ プ

・ 地域活動の活性化

・ 町民と 行政と の意識のへだたり

現状

課題

・ 霧島町は、 ＪＲ 日豊本線が走り 、 霧島神宮駅、 北永野田駅があり 、 国道２ ２ ３ 号や主要県

道等によ り 、 鹿児島空港まで約３ ０ 分、 国分市まで約２ ０ 分の位置にあり ま す。

・ 基幹産業は、 農業と 観光で 、 観光面では入込み客数が年間２ ０ ０ 万人に及んでおり 、 今

後も 農業と 観光の併進を 目指し て おり 、 町の基本理念「 自然と 共生し 、 みんな で 築く 、

心豊かな住みよ い霧島」 に基づき 、 誰も が快適さ やゆと り を 感じ る こ と ができ る 住みよ

いま ち づく り を 展開し ていま す。

・「 自分たち が住む地域は自分たち でつく る 」 と いう 自治意識の下、 その実践を 図る ために、

町内１ １ 地区で地域振興計画の計画策定や事業実施を 展開し ていま す。

・ 人口： ５ , ８ １ ６ 人　 ・ 面積： ８ ２ . ５ ４ｋ m 2

・ 少子化や高齢化の進行への対応

・ 自然と 共生し た定住環境づく り

・ 既存産業の高付加価値化と 地域に根ざし た新規産業の創出

・ 地域文化の有効活用による 交流活動の促進

・ 地域連携の推進と すべての町民が参画する 地域づく り の継続

課題

・ 少子化や高齢化への対応

・ 豊かな自然と 共生する 生活環境づく り

・ 地場産業の振興

・ 町民参画の地域づく り

・ 集落活動の維持活性化

・ 若年層の定住化

牧 園 町

霧 島 町

横 川 町

・ 横川町は、 昭和４ ７ 年に鹿児島空港が隣接町溝辺町に開港し たこ と と 、 その後の九州縦

貫自動車道の開通及び横川イ ン タ ーチェ ン ジの設置等によ り 、 臨空地帯と し て企業誘致

基盤が整い、 企業が相次いで立地し はじ めまし た。 現在では、 先端技術関連等の企業２

１ 社が進出し ており 、 若者のＵ タ ーン 現象も みら れま す。 ま た、 町では「 自然と と も に

生き 、 みんなで育む、 住みよ い豊かな横川」 を 目指し て、 自然と 共生し た町民生活や産

業振興・ 生涯学習活動など を 展開し ていま す。

・ 人口： ５ ， ３ ９ ７ 人　 ・ 面積： ７ ０ . ４ ５ｋ m 2

現状



福 山 町

現状

課題

・ 隼人町は、 鹿児島空港、 ＪＲ 日豊本線・ 肥薩線、 九州縦貫自動車道、 東九州自動車道、

隼人道路、 国道１ ０ 号・ ２ ２ ３ 号・ ５ ０ ４ 号等が整備さ れており 、 港湾では２ , ０ ０ ０ト ン

級岸壁２ バースの規模を 有する 公共埠頭の隼人港外港が建設中で、 陸海空の交通の要衝

の地です。

・ 産業と し て は、 テ クノ ポリ スセン タ ーを はじ めと し た快適な 都市的機能を 有し 、 先端技

術関連優良企業、 県工業技術セン タ ー、 志學館大学、 国立鹿児島高専が立地する ほか、

農作物ではト マト 、 生姜、 ごぼう など の生産が盛んです。

・ 人口： ３ ６ , ７ ８ ２ 人　 ・ 面積： ６ ６ . ４ ９ｋ m 2

・ 教育の充実、 スポーツ の振興や歴史・ 文化を 活かし たま ち づく り の推進

・ 社会福祉の充実と 町民の健康づく り の推進

・ まち の基盤整備を 始め、 活力と にぎわいのある 産業の振興

・ 豊かな自然環境を 背景に快適でう る おいのある 住環境の整備・ 充実

・ 資源エ ネルギーの有効利用と 安全なま ち づく り の推進

隼 人 町
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※ 人口･･･推計人口（ 平成１５ 年１０ 月１ 日現在）

※ ｢スプロール化｣と は、中心地への人口集中や地価高騰により 地価の安い郊外で無秩序に住宅化が進み虫食い状態になるこ と 。

現状

・ 福山町は、 農業を 主体と し 牧之原を 中心と し た高原地帯（ 上場） と 海岸地帯（ 下場） に

大きく 分けら れ、 果樹栽培や全国的に有名な米酢の製造が盛んです。

・ 交通は、 国道１ ０ 号・ ２ ２ ０ 号・ ５ ０ ４ 号の国道３ 路線が通っ て おり 、 薩摩半島と 大隅半

島を 結ぶ県内陸上交通の要の地と なっ ていま す。 現在「 誇り と 愛着の持てる ふる さ と づ

く り 」 を 基本理念に、 全て の町民が幸せに暮ら せる 、 魅力ある ま ち づく り を 展開し て い

ます。

・ 人口： ７ , ２ ０ ９ 人　 ・ 面積： ６ ８ . ５ ２ｋ m 2

課題

・ 地域産品を 生かし た地場産業の振興と 西牧之原工業団地への企業誘致推進

・ 少子・ 高齢社会への対応

・ 道路、 ウォ ータ ーフ ロ ント 等社会基盤の整備推進

・ 総合運動公園を 核と し たスポーツ の盛んな町づく り の推進

・ 自然にやさ し い住環境づく り

・ 広域連携と 住民参画



　 風光明媚な霧島山系から 錦江湾にいたる 一帯に広がる 姶良中央地区１ 市６ 町（ 国分市、 溝辺町、 横

川町、 牧園町、 霧島町、 隼人町、 福山町） は、 南九州そし て鹿児島県本土のほぼ中央部に位置し 面積

は６ ０ ３ . ６ ７ｋ m 2 です。

　 地域内には、 鹿児島空港があり 、 中央部を 九州縦貫自動車道が縦断し 、 南部を 東九州自動車道が走

り 、 高速交通体系の整備が進むと と も に、 ＪＲ 日豊本線・ 肥薩線の鉄道や国道・ 県道等の主要な 幹線

道路が整備さ れ、 南九州の交通の要衝と し て、 宮崎県、 熊本県はも と よ り 北部九州やアジアから 世界

を も 視野に入れた多種多様な交流拠点と し て期待さ れま す。

　 こ う し た現状を 踏まえ、 豊かな自然や全国的に有名な観光地、 広域道路網など の地域資源と 既存産

業と の連携を 図り 、 産業の振興、 行財政の健全化な ど によ り 、 自立型社会の構築を 目指し て、 １ 市６

町が一体と なっ てまち づく り を 推進し ていく こ と が求めら れま す。

　 以下では、 こ れから 対応する 必要がある 主要な項目と し て、 住民の日常社会生活圏の拡大、 地方分

権の推進、 少子・ 高齢化の進展、 国・ 地方を 通じ た財政の著し い悪化について整理し ま す。

住民の日常社会生活圏の拡大
　 現在の市町の区域は、 今から 約４ ０ 年から ７ ０ 年前に設定さ れたも ので す。 し かし 、 交通・ 情報通

信手段の発達や経済活動の進展に伴い、 住民の日常生活圏（ 通勤、 通学、 買物、 通院等） は市町の

区域を 越えてま すま す拡大し ていま す。 同時に行政サービ スの提供を 広域化する こ と も 可能になっ て

いま す。 こ れにあわせて市町の行政体制を 見直し 、 可能な限り 拡大する こ と が求めら れていま す。

6

　 消防や介護保険、 ごみ処理、 し 尿処理のよう に、 広域的に取り 組まないと 非効率な事務

が増加し ています。

（ ３ ）合併の必要性
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地方分権の推進
　 地方分権を 推進する ため、 自己決定・ 自己責任の原則の下、 住民に身近なサービ スの提供は各地域

で責任を 持っ て選択する こ と が求めら れま す。 そのために、 個々の市町の自立・ 体制整備が必要にな

っ てき ま す。

　 こ れから は、 個々の市町において、 政策を 立案し 、 住民にわかり やすく 説明する こ と や、 選択・ 実

施する 施策を 裏付ける だけの税等財政基盤を 充実する こ と が求めら れま す。

少子・ 高齢化の進展
　 １ 市６ 町の０ 歳から １ ４ 歳ま で の年少人口の割合は年々減少し 、 平成１ ２ 年に１ ６ ． ９ ％で あっ たも

のが、 平成２ ７ 年には１ ６ ． ５ ％、 平成３ ７ 年には１ ５ ． ７ ％ま で 減少する こ と が見込ま れて いま す。

こ れに対し 、 ６ ５ 歳以上の老年人口の割合は、 平成１ ２ 年の１ ９ ． ８ ％から 平成２ ７ 年には２ ２ ． ８ ％、

平成３ ７ 年には２ ６ ． ０ ％まで増加する こ と が予想さ れま す。

　 こ のよう な少子・ 高齢化の進展は、 特に中山間地など にある 町への影響が大きく 、 行政体制の再検

討をし なければ、 行政サービ スのレ ベルの維持を 図る こ と が困難になる と 予想さ れま す。 特に、 福祉

サービ スなど 、 高齢社会に対応し てよ り 充実化が求めら れる 行政分野については、 従来の市町の単位

では、 適切な対応が難し い状況になり つつあり ま す。

　 規模の小さ な市町では職員が多く の仕事を 兼務し ており 、 専門的な面などで高度なサー

ビスを 提供するこ と が困難になっ てき ています。

1 市6 町の出生数の推移
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1 市6町の高齢化率の推移％
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各市町の単独での財政シミ ュレーショ ン結果
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※平成２６ 年度から マイ ナスになり ます。

平均普通建設事業費： 約５ ２ .１ 億円/年

※平成２２ 年度から マイ ナスになり ます。

平均普通建設事業費： 約１２ .６ 億円/年

※平成２２ 年度から マイ ナスになり ます。

平均普通建設事業費： 約８ .８ 億円/年

※平成２１ 年度から マイ ナスになり ます。

平均普通建設事業費： 約９ .８ 億円/年

国・ 地方を 通じ た財政の著し い悪化
　 地方の借入金残高は、 平成１ ４ 年度末で約１ ９ ５ 兆円、 国・ 地方を 合わせた債務残高は、 約６ ９ ３ 兆

円（ 対ＧＤＰ 比１ ４ ３ ％） にのぼっ ています。

　 一般的に小規模市町村ほど 税財政基盤は弱いのですが、 合併によ り 基盤を 強化し 、 少子・ 高齢社会

においても 、 基幹的な行政サービ スの提供に支障がないよう にする こ と が望まれま す。

〇１ 市６ 町の財政見通し

　 １ 市６ 町が合併し な かっ た場合の財政シ ミ ュ レ ーショ ン 結果は、 下表の通り と なり 、 現在の標準的

な行政サービ ス水準を 維持する と 仮定し 、 歳入不足の場合は基金を 繰り 入れて運営し ていく と する と 、

各市町と も 平成２ １ 年度から ２ ６ 年度までには基金（ 貯金） が赤字に転じ ます。

　 なお、 計算の設定条件は、 次のよう な条件で行っ ていま す。

①　 歳入に関する 地方税、 地方交付税の算出には、 上記の小地域簡易将来人口推計シス テ ム（ Ｈ１ ０ ．

Ｈ１ ５ の変化率による 人口） を 用いていま す。

※前回 ( 平成１ ４ 年１ １ 月 ) のシミ ュレーショ ン は、 小地域簡易将来人口推計システム（ Ｈ９ ． Ｈ１ ４ の変化率に

よる 人口） を 用いています。

②　 歳出に関し て は、 普通建設事業費（ 通常行う べき 事業） を 平成１ ７ 年度から １ ９ 年度の３ 年間を 積

み上げ、 その後は、 こ の行政サービ スを 維持する と 仮定し て 、 平成２ ０ 年度以降は３ 年間の平均に回

帰式を 用いて、 シミ ュレーショ ン を 行っ ていま す。
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※平成２ １ 年度から マイ ナスになり ます。

　 平均普通建設事業費： 約８ .２ 億円/年

※平成２１ 年度から マイナスになり ます。

　 平均普通建設事業費： 約２４ .８ 億円/年

※平成２ １ 年度から マイナスになり ます。

　 平均普通建設事業費： 約９ .０ 億円/年
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　 各市町と も 合併し なければ、 今後、 普通建設事業費等の投資的経費の削減のみなら ず、 人件費、 物

件費等の義務的経費の削減ま で検討し なければ運営し ていけなく なり ま す。

◎合併の効果

（ １ ） 行政のスリ ム化

　 ①管理部門経費の削減効果（ 物件費）

　 　 　 　 1 0 年間で　 約 1 6 億円

　 ②市町長等、 議員及び職員の定数減・ 退職による 人件費削減効果

　 ●市町長等及び議員の定数減

　 　 　 市町長等：   2 8 人→  4 人（ 合併と 同時に原則 4 人になり ま す）

　 　 　 議　 　 員： 1 2 0 人→ 3 4 人（ 特例期間後は 3 4 人が上限）

　 　 　 　 1 0 年間で　 約 5 0 億円

　 ●職員の減少

　 　 　 [ 現市町の職員数合計　 約 1 , 2 0 0 人（ 平成 1 5 年 4 月 1 日現在） ]

　 　 　 定年退職者の 3 /5 を 新規採用し た場合、 約 9 6 0 人（ 同規模の団体指標参照）

　 　 　 　 1 0 年間で　 約 9 4 億円

　 　 　 　（ 各種委員等の減少分約 3 7 億円が含ま れていま す。）



（ ２ ） 合併による 国・ 県の支援

平成１ ７ 年３ 月ま でに合併し た場合、 次のよう な支援が国、 県から 受ける こ と ができ る ため、 合併を き

っ かけにし た地域振興が図ら れま す。

●普通交付税措置

①合併算定替・ ・ ・ 合併後１ ０ か年度間は、 合併がな かっ たも のと 仮定し て 毎年算定し た普通交

 付税の額を 保障。 その後５ か年度間で段階的に縮減。

②臨時的経費に対する 措置・ ・ ・ 約 1 6 億円

●特別交付税措置・ ・ ・ 約 1 0  億円

●合併市町補助金（ 国庫支出金）・ ・ ・ 約 8  億円

●合併特例交付金　（ 県支出金）・ ・ ・ 約 1 0  億円

●合併特例債（ 5 0 0 億円）

建設事業費分・ ・ ・ 4 8 1  億円（ 借入限度額 54 6  億円）

基金造成費分・ ・ ・  1 9  億円（ 借入限度額 3 8  億円）

◎合併後 1 0 年間の歳入、 歳出の合併効果

各市町の収支を 単純累計する と 基金残高は約１ ３ ２ 億円のマイ ナスになり ま す。

仮に合併し たと する と 、 合併特例債を 含ま な い１ ０ 年間で の歳入（ 交付税、 国・ 県の支出金等）、

歳出（ 人件費、 物件費等） の合併効果は約２ ０ １ 億円と なり 、 約６ ９ 億円の黒字になり ま す。

10

●合併算定替による
普通交付税の増加額

合併

（ 合併算定替対象期間）

1 0 年度 1 5 年度

■合併年度及びこ れに続く 1 0 年度

通　 　 常　 　 分

特　 　 例　 　 分

段
　 階

　 的
　 　 　 　 に

　 　 　 　 　 縮
　 　 　 　 　 減

新市の普通交付税

同規模の団体想定8 0 億

0 .9
0 .7

0 .5
0 .3

0 .1

１ ０ 年間の合併効果

歳　 　 入 歳　 　 出 合　 　 計

８ ８ １ １ ３ ２ ０ １ △１ ３ ２ ６ ９

1 0 年間の基金

残高の累計
差引合計

（ 単位： 億円）合併効果による収支状況
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（ ４ ）新市のまちづく り 計画策定の方針

　 本計画の策定に当たっ て は、 将来を 見据え た長期的視点に立ち 、 １ 市６ 町のこ れま で の基本構想

を はじ め、 国、 県及び地域の上位計画等と の整合を 図り つつ、 住民意識調査やま ち づく り フォ ーラ ム

提言な ど を 参考に、 こ れから の時代にふさ わし い魅力的な ま ち づく り を 推進するう え で の指針を 示

すこ と を 旨と し て、 おおむね次のよう な基本方針で策定し ていく も のと し ま す。

１ ） 計画の趣旨

本計画は、 市町村合併の特例に関する 法律に基づき 、 国分市、 溝辺町、 横川町、 牧園町、 霧

島町、 隼人町及び福山町（ 以下「 １ 市６ 町」 と いう 。） の合併に際し 、 住民が合併の適否を 判断

する ための材料と 、 合併後の新市のま ち づく り を 総合的かつ効果的に推進する こ と を 目的と し

て策定する も のであり 、 本計画を 実現する こ と によ り 、 １ 市６ 町の速やかな一体化を 促進し 、 住

民福祉の向上と 新市全体の均衡ある 発展を 図ろう と する も のです。

２ ） 計画の構成

本計画は、 新市を 建設し て いく ための基本方針、 こ れを 実現する ための主要事業、 公共的施

設の統合整備及び財政計画を 中心と し て構成し ま す。

３ ） 計画の期間

本計画における 主要事業、 公共的施設の統合整備及び財政計画は、 合併年度及びその後の２ ０

年間（ 2 0 0 5 年度～2 02 5 年度） について定める も のと し ます。


